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速報 令和4年度 税制改正解説

取得時

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目以降

左記事由に該当
した場合でも益
金算入されない

 投資額の25％相当額の所得控除（損金算入）

取得後

 株式の取得日から5年以内に売却等をした場合には、対応する部分の金額を益金算入

【益金算入事由】

・経済産業大臣の証明が取り消された場合

・株式を有しないこととなった場合

・配当を受けた場合 等

×

株式の取得日

益金算入対象期間

法人課税 オープンイノベーション促進税制の見直し及び延長

1 ．改正の概要
（1）趣旨・背景

（2）制度の全体像（改正前）

スタートアップ企業と既存企業の協働によるオープンイノベーションをさらに促進するため、オープンイノベーショ

ン促進税制につき一定の見直しを行った上で適用期限を2年間延長する。

事業会社から一定のスタートアップ企業に対する出資について、その投資額の25％相当額を特別勘定として経理

処理することで同額の所得控除（損金算入）ができる制度である。なお、株式の取得日から5年以内に出資した株

式の売却等を行った場合には、対応する部分の金額を益金に算入する仕組みとなる。

出資法人：事業会社
（青色申告書を提出する内国

法人等）

特定
株式

出資先：スタートアップ企業
（設立後10年未満の法人等）

出資

【イメージ図】 【事業会社における特定株式の取り扱い】

改正

改正

大企業向け

中小企業向け
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2 ．適用時期

（3）特定株式の益金算入対象期間の見直し

（4）スタートアップ企業（特別新事業開拓事業者）の要件の見直し

3 ．実務上の留意点

4 ．今後の注目点

大綱に記載なし（制度の適用期限は2024年（令和6年）3月31日まで延長される）

特定株式の売却等を行った場合に益金算入の適用を受ける対象期間について、特定株式の取得日から「5年以内」

を「3年以内」に短縮する。なお、特定株式の保有見込期間要件も同様に短縮の改正が行われる。

売上高に占める試験研究費の額の割合が10％以上の赤字会社の判定時期

特別新事業開拓事業者の要件は、経済産業省関係産業競争力強化法施行規則で定められているため、同施行規

則の改正時期に留意が必要となる。

特別新事業開拓事業者の要件のうち、設立後の期間の要件について下記の通り、見直しが行われる。

改正前 改正後

設立の日以後10年未満であること
設立の日以後10年未満であること

（売上高に占める研究開発費の額の割合≧10％、
かつ、赤字の会社は、設立の日以後15年未満）

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目以降

【益金算入事由】

・経済産業大臣の証明が取り消さ

れた場合

・株式を有しないこととなった場合

・配当を受けた場合 等

×

株式の取得日

左記事由に該当した場合でも益金算

入されない

短 縮

益金算入対象期間

大企業向け

中小企業向け


